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Ｚ－67－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 50 － 

〔第一問〕 

問１ 

設問１ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 51 － 

 

 

設問２ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

 

 

 

 

 

 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

及び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 52 － 

 

 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 53 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 54 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

Ｚ－67－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

－ 55 － 

〔第二問〕 

 

 法人名  甲 株式会社                                表 １  

平成 29 年４月 １日 

事業年度分の法人税額の計算 

平成 30 年３月 31 日 

（単位：円） 

区 分 金 額 計 算 過 程 

所 得 金 額 234,319,000  

同
上
の
内
訳 

① 8,000,000
 

 

 

 

 

〔留保金課税〕 

期末資本金の額が１億円以下であり、資本金５億円

以上の法人に完全支配されていないため、特定同族会

社に該当せず、留保金課税の適用なし ★ 

 

② 226,319,000

税 
 

 

額 

 

①  × 15％ 

 

1,200,000

 

②  × 24％ 

 

52,958,646

 

法 人 税 額 

 

 

54,158,646

 

  

 

差 引 法 人 税 額 

 

 

54,158,646

 

 

 

 

留 
保 
金 

 

課 税 留 保 金 額 

 
 

同 上 に 対 す る 税 額 

 
 

法 人 税 額 計 

 

54,158,646

 

控 除 所 得 税 額 

 

★   1,304,88

8

 

 

 

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 

 

52,853,700  

 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 

 

★  14,300,00

0

 

 

 

完了★ 

 

差 引 確 定 法 人 税 額 

 

38,553,700

 



 

受 験 番 号      

－ 56 － 

 表 ２  

（計算過程は別紙に記入すること） 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                       （単位：円） 

区      分 総  額 左のうち社外流出 

当期利益又は当期欠損の額 126,312,000 ★     20,000,000

加 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

保 証 金 収 入 計 上 も れ ★       100,000

売 上 原 価 計 上 も れ 否 認 ★      1,472,000

損 金 経 理 納 税 充 当 金 ★    54,000,000

損 金 経 理 附 帯 税 等        253,300 ★      253,300

損 金 経 理 法 人 税 ★     14,300,000

損 金 経 理 地 方 法 人 税 ★       715,000

損 金 経 理 住 民 税 ★      2,145,000

損 金 経 理 過 怠 税          93,600 ★         93,600

繰 延 消 費 税 額 等 損 金 不 算 入 額 ★      1,296,000

役 員 給 与 損 金 不 算 入 額       40,000,000 ★     40,000,000

Ｐ 土 地 超 過 額 ★      2,006,250

減 価 償 却 超 過 額

（Ｄ 建 物） ★       982,825

（Ｑ建物既存分） ★      163,500

（Ｅ・Ｒ機械装置） ★       355,900

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 ★         34,842

Ｖ 株 式 計 上 も れ ★     3,000,000

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額       6,476,950 ★      6,476,950

 

 

 

 

 

 

 

小       計 127,395,167 46,823,850



 

受 験 番 号      

－ 57 － 

 表 ２  

（計算過程は別紙に記入すること） 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                       （単位：円） 

区   分 総  額 左のうち社外流出 

減 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

Ａ 土 地 計 上 も れ 認 容 ★      5,750,000

繰 延 消 費 税 額 等 認 容 ★       160,000

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 ★      348,200

一 括 償 却 資 産 損 金 算 入 限 度 超 過 額 認 容 ★    1,125,000

売 上 計 上 も れ 認 容 ★     2,484,000

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 ★      5,686,200

Ｕ 受 益 権 過 大 計 上 ★         30,000

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額       5,046,051 ★     5,046,051

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 認 容 ★         63,333

 

 

 

 

 

 

 

小      計 20,692,784 ※      5,046,051

仮       計 233,014,383
※△     5,046,051

66,823,850

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 

法人税額から控除される所得税額       1,304,888 ★     1,304,888

税額控除の対象となる外国法人税の額 

合  計・差 引 計 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

総        計 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

所得金額又は欠損金額 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

 



 

受 験 番 号      

－ 58 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その１）                      （単位：円） 

〔租税公課等〕  

１．納税充当金支出事業税等 

35,776,000＋1,024,000＝36,800,000 円 

２．損金経理法人税 

88,090,000＋5,610,000＝93,700,000 円 

３．損金経理地方法人税 

3,875,900＋246,800＝4,122,700 円 

４．損金経理住民税 

13,844,100＋773,200＝14,620,300 円 

５．損金経理附帯税等 

53,400＋349,200＝402,600 円 

 

〔同業者団体に対する会費〕 

１．通常会費 

  前払費用計上もれ  1,400,000円 

２．その他必要に応じた会費 

600,000円 

 

 

〔減価償却資産〕   

１．倉庫建物の増築 

  増築は資本的支出に当たらず、通常の資産の取得となるため、平成19年４月１日以後取得の建物として定

額法により計算  

 ⑴ 償却限度額 

   15,000,000×0.042×
10

12
＝525,000円 

⑵ 償却超過額 

 15,000,000－⑴＝14,475,000 円 

２．中古機械装置 

⑴ 耐用年数 

① 判 定 

2,400,000円≦6,000,000×50％＝3,000,000円  ∴ 簡便法 

② 耐用年数 ★ 

(11－４)＋４×20％＝7.8 → ７年(１年未満切捨) 

⑵ 償却限度額 

(6,000,000＋2,400,000)×0.286＝2,402,400円≧(6,000,000＋2,400,000)×0.08680＝729,120円 

∴ 2,402,400×
８

12
＝1,601,600円 

⑶ 償却超過額 

2,400,000－⑴＝798,400円 

 



 

受 験 番 号      

－ 59 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その２）                      （単位：円） 

〔交際費等その他の費用〕 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費  ０  

② ①以外   

600,000＋16,600,000＋200,000＋600,000＋6,800,000＝24,800,000円 

③ 合 計  ①＋②＝24,800,000円 ★ 

⑵ 損金算入限度額（算式★） 

① 接待飲食費基準額 

０ 

② 定額控除限度額 

24,800,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝16,800,000円 

〔株式の売却〕 

１．Ｄ社株式 

⑴ みなし配当 

  （5,600－4,000）×4,000株＝6,400,000円 ★ 

⑵ 有価証券 

① 会社計上の簿価 

０ 

② 税務上の簿価 

０ 

③ ①＝②  ∴ 調整なし 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当・非支配目的株式等 

   6,400,000円 

⑵ 益金不算入額 

6,400,000×20％＝1,280,000円 

３．所得税額控除 

  6,400,000×15.315％＝980,160 円 

 

〔ストックオプション〕 

１．権利行使 

新株予約権のうち、当期において給与等課税事由が生じている2,000個に係る24,000,000円（12,000円×

2,000個）は、当期の損金算入★ 

２．失 効 

新株予約権のうち、当期において失効した200個に係る2,400,000円（12,000円×200個）は、当期の益金不

算入 

 



 

受 験 番 号      

－ 60 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その３）                      （単位：円） 

〔棚卸資産〕 

１．Ｄ商品 

⑴ 判 定 ★ 

著しく陳腐化し、通常の販売方法による販売不可  ∴ 評価損計上可 

⑵ 損金算入限度額 

3,000,000－1,440,000＝1,560,000円 

⑶ 損金不算入額 

2,700,000－1,560,000＝1,140,000円 

２．Ｅ商品 

⑴ 判 定 ★ 

  災害による著しい損傷  ∴ 評価損計上可 

⑵ 損金算入限度額 

(7,200,000＋2,800,000)－1,000,000＝9,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

6,200,000－9,000,000＝△2,800,000  

2,800,000円＝2,800,000円  ∴ 2,800,000円（認容） 

３．Ｆ商品 ★ 

  過剰生産による値下がり  ∴ 評価損計上不可 

 

〔社債の発行〕 

１．社債発行費 

任意償却の繰延資産  ∴ 適 正★ 

２．償還差損 

⑴ 損金算入額 

 (1,000,000,000－960,000,000)×
６

６×12
＝3,333,333円 

⑵ 計上もれ 

3,333,333－０＝3,333,333円 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 61 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その４）                    （単位：円） 

〔貸倒引当金〕 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

46,000,000＋169,300,000＋76,000,000＝291,300,000円 ★ 

  敷金・保証金は預け金であり、一括評価金銭債権に該当しない。 

⑵ 貸倒実績率 ★ 

(7,200,000－1,000,000)×
12

36
 

727,400,000÷３
＝0.00852… → 0.0086（小数点以下４位未満切上） 

⑶ 繰入限度額 

  291,300,000×0.0086＝2,505,180円 

 ⑷ 繰入超過額 

   3,000,000－2,505,180＝494,820円 

 

 



Ｚ－67－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 62 － 

〔第一問〕 

問１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 63 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 64 － 

問２ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 65 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ｚ－67－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

－ 66 － 

〔第二問〕 

 

   別表一（一）

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成29年４月１日
 

平成30年３月31日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 
 

区 分 金 額 

所 得 金 額  206,676,00

法 人 税 額  48,362,184 

   

   

   

   

差 引 法 人 税 額 
 

48,362,184 
 

   

   

法 人 税 額 計 
 

48,362,184 
 

   

   

   

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 
 

29,750,700 
 

   

中 間 申 告 分 法 人 税 額  ★   25,992,000 

   

納 付 す べ き 法 人 税 額  3,758,700 

［法人税額の計算等］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 67 － 

 

 別表四 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                    (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 256,196,000 

加 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

損 金 経 理 法 人 税

損 金 経 理 地 方 法 人 税

損 金 経 理 住 民 税

損 金 経 理 納 税 充 当 金

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

減 価 償 却 超 過 額

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

（機 械 装 置 Ｉ）

（電 子 計 算 機）

外 国 源 泉 税 等 の 損 金 不 算 入 額

損 金 経 理 附 帯 税 等

未 払 事 業 所 税 否 認

前 期 仮 払 交 際 費 消 却 否 認

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

前 期 仮 払 寄 附 金 消 却 否 認

未 払 寄 附 金 否 認

 

★    25,992,000 

★    1,287,000 

★    3,856,000 

★    66,417,000 

★     1,000,000 

 

★     1,157,900 

★       847,930 

 

★       662,800 

★       390,414 

★       547,030 

   1 

★        70,000 

★        10,300 

   585,000 

★     1,300,000 

★     5,479,600 

★       400,000 

★       200,000 

 

小          計 110,202,975 
 



 

受 験 番 号      

－ 68 － 

 

 別表四 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                    (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等

圧 縮 積 立 金 認 定 損

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

外 国 子 会 社 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

繰 延 消 費 税 額 等 認 容

未 払 交 際 費 認 定 損

売 上 割 戻 し 預 り 金 否 認 額 認 容

仮 払 寄 附 金 認 定 損

 

★   20,459,000 

 

   160,000,000 

★    5,000,000 

★    1,658,160 

★      665,000 

★      288,000 

   140,400 

★      358,000 

★      800,000 

 

小          計 189,368,560 

仮            計 177,030,415 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 379,873 

法人税額から控除される所得税額 ★    1,026,124 

税 額 控 除 の 対 象 と し た 外 国 税 額 ★   28,240,000 

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計 206,676,412 

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 206,676,412 

 

 
     



 

受 験 番 号      

－ 69 － 

 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

［「法人税、住民税及び事業税」及び租税公課］ 

 損金経理納税充当金 

 12,200,000＋18,277,000＝30,477,000円 

［株主の状況］ 

１．同族会社の判定 

 ⑴ 持株割合 

  ① Ａグループ  500株 

  ② Ｂグループ  300株 

  ③ Ｃグループ  275株 

  ④ 合 計  
①＋②＋③

2,000株－50株
＝55.12…％ ★ 

 ⑵ 議決権割合 

  ① Ａグループ  500個 

  ② Ｂグループ  300個 

            Ｄ  Ｆ 

  ③ Ｄグループ  150＋100＝250個 

  ④ 合 計  
①＋②＋③

1,675個
＝62.68…％ 

 ⑶ ⑴＜⑵  ∴ ⑵ 

 ⑷ ⑶＞50％  ∴ 同族会社 ★ 

２．使用人兼務役員等の判定 

議決権割合により判定する。 

氏  名 50 ％

超 

10 ％

超 

５ ％

超 

判 定  

 Ｄ ○ ○ ○ 役 員 
★ 

 Ｅ × ― ― 使 用 人 兼 務 役
 

［役員給与等］ 

１．損金不算入給与 

⑴ Ｂ 入院による報酬の減額及び退院による報酬の増額は、臨時改定事由に該当。入院前の期間におい

て同額、入院中において同額、退院後において同額であることから、定期同額給与に該当。 ★ 

⑵ Ｄ １月からの給与の改定は、期首から３月以内に行われたものではなく、臨時改定事由及び業績悪

化改定事由のいずれにも該当しないため、その改定増額報酬は、損金不算入。また、賞与について

も、定期同額給与及び事前確定届出給与のいずれにも該当しないことから損金不算入。★ 

150,000×３月＋390,000＝840,000円 

⑶ Ｆ 賞与は、定期同額給与、事前確定届出給与及び利益連動給与のいずれにも該当しない。 ★ 

390,000円  

⑷ 合 計 

⑴＋⑵＋⑶＝1,230,000円 

２．過大役員給与（形式基準） 

 {(46,650,000＋1,155,000)－1,230,000－※3,090,000－2,700,000}－40,000,000＝785,000円 ★ 

  ※ 2,700,000＋390,000＝3,090,000円＝3,090,000円（使用人に対する支給額の最高額を使用人分相当 



 

受 験 番 号      

－ 70 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

［貸倒引当金等］ 

１．Ｇ社貸倒引当金 

⑴ 繰入限度額 

1,350,000－150,000×４回＝750,000円 ★ 

⑵ 繰入超過額 

700,000－7500,000＝△50,000（切捨） 

２．Ｈ社貸倒引当金 

⑴ 繰入限度額 

400,000×50％＝200,000円 

⑵ 繰入超過額 

250,000－200,000＝50,000円 

３．一括貸倒引当金 

 ⑴ 期末一括評価金銭債権  

120,000,000＋105,000＝120,105,000円 ★ 

 ⑵ 貸倒実績率 

(500,000＋1,000,000－250,000)×
12

36
 

(156,000,000＋142,000,000＋164,000,000)÷３
＝0.002705… → 0.0028 ★ 

  ※ 前期個別貸倒引当金 

   ① 繰入限度額 

     (2,000,000－500,000)－150,000×５回＝750,000円 

   ② 繰入超過額 

     1,000,000－750,000＝250,000円 前期の貸倒引当金を当期に収益に計上  ∴ 貸倒引当金

繰入超過額認容 

⑶ 実質的に債権とみられないものの額 

   7,400,000円 

 ⑷ 繰入限度額(計上額)  

① 120,105,000×0.0028＝336,294円 

② (120,105,000－3,700,000)×
10

1,000
＝1,164,050円 

③ ①＜②  ∴ 1,164,050円 

 ⑸ 繰入超過額 

   2,000,000－1,164,050＝835,950円 



 

受 験 番 号      

－ 71 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

［資産の交換］ 

１．土 地 

⑴ 判 定 

47,000,000－42,500,000＝4,500,000円≦47,000,000×20％＝9,400,000円  ∴ 適用あり ★ 

⑵ 譲渡経費の額 

1,160,000×
47,000,000

58,000,000
＝940,000円 

⑶ 圧縮限度額 

42,500,000－(24,000,000＋940,000)×
42,500,000

42,500,000＋4,500,000
＝19,947,873円 ★ 

⑷ 圧縮超過額 

(42,500,000－24,000,000)－19,947,873＝△1,447,873 → ０ 

２．建 物 

譲渡損が生じ、交換差益がないため、圧縮記帳の適用を受けることはできない。★ 

 圧縮記帳の適用がないため、交換により取得した建物の取得価額は、時価相当額を付さなければならな

い。 

 甲社は、取得した建物の取得価額として、交換に供した建物の交換直前の帳簿価額を付していることか

ら 、 交 換 取 得 建 物 の 時 価 と 交 換 に 供 し た 建 物 の 帳 簿 価 額 と の 差 額 1,000,000 円 （ 13,500,000 －

12,500,000）は、償却費として損金経理した金額をした金額として取扱う。 

なお、すでに償却限度額相当額の償却費が計上されていることから、この1,000,000円はすべて償却超

過額として損金不算入とされる。 

 

［減価償却等］ 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

35,600,000×0.182＝6,479,200円≧35,600,000×0.05992＝2,133,152円 ★ 

6,479,200×
10

12
＝5,399,333円 

 ⑵ 償却超過額 

   5,600,000－5,399,333＝200,667円 

２．特別償却準備金 

⑴ 積立限度額 

   35,600,000－5,399,333＝30,200,667円 

 ⑵ 積立超過額 

   30,000,000－30,200,667＝△200,667 

   ∴ 200,667円（翌期繰越）★ 

 



 

受 験 番 号      

－ 72 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その４） 

［受取配当等］ 

１．受取配当等の益金不算入 

 ⑴ 短期所有株式等に係る配当等の額 

10,000×

15,000×
5,000

15,000＋5,000

15,000＋5,000
＝1,875株  

600,000×
1,875

15,000
＝75,000円 ★ 

 ⑵ 配当等の額（非支配目的株式等） 

600,000－75,000＝525,000円 

⑶ 益金不算入 

525,000×50％＝105,000円 

２．Ｊ社株式評価益計上もれ 

※875×10,000株－750×10,000株＝1,250,000円 

※ 当期末の最終の売買価格がないため、同日の最終の気配相場の価格の仲値 

３．所得税額等（
５

12
、

１

12
＜

１

２
  ∴ 簡便法有利） 

91,890×

０＋(15,000－０)×
１

２
 

15,000
(0.500)＝45,945円 

 

 

［外貨建借入金］ 

⑴ 会社計上の為替差損 

  2,000,000円 

⑵ 税務上の 

  短期外貨建資産等であり、費用であるため、一括計上を選択 

500,000ドル×(110－106)＝2,000,000円 ★ 

⑶ ⑴＝⑵  ∴ 調整なし★ 

 

［繰延資産］ 

⑴ 償却期間 

 ① 建物部分 ★    50×
７

10
＝35年(１年未満切捨)＞10年  ∴ 10年 

 ② 土地部分 

   45年＞10年  ∴ 10年 

⑵ 償却限度額 

   800,000×
12

10×12
＋800,000×

６

10×12
＝120,000円 ★ 

 ⑶ 償却超過額 

   800,000－120,000＝680,000円 

 



 

受 験 番 号      

－ 73 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その５） 

［交際費等及び寄附金］ 

１．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費  3,200,000円  

  Ｌ社と共同飲食接待 30,000÷６＝5,000円≦5,000円  ∴ 損金算入 ★ 

② ①以外   

（4,276,600＋5,643,700－3,200,000）＋1,796,000＋＋3,800,000＝12,316,300円 

③ 合 計  ①＋②＝15,516,300円 ★ 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝1,600,000円 ★ 

② 定額控除限度額（算式★） 

15,516,300円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝7,516,300円 

２．寄附金 

 ⑴ 支出寄附金（区分★） 

① 指定寄附金等 250,000円 

② 特定公益増進法人等 200,000円 

③ 一般寄附金 130,000＋2,500,000＝2,630,000円 

④ 合 計 

①＋②＋③＝3,080,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額（算式★） 

(イ) 資本基準額 

58,500,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝750,000円 

※ 60,000,000－60,000,000×
50

2,000
＝58,500,000円 

(ロ) 所得基準額 

(70,192,217＋3,080,000)×
2.5

100
＝1,831,805円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝645,451円 

② 特別損金算入限度額（算式★） 

(イ) 資本基準額 

58,500,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝219,375円 

(ロ) 所得基準額 

(70,192,217＋3,080,000)×
6.25

100
＝4,579,513円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝2,399,444円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

3,080,000－250,000－※200,000－2,399,444＝230,556円 

※ 200,000円＜645,451円  ∴ 200,000円 

 



Ｚ－67－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 74 － 

〔第一問〕 

問１ 

⑴について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 75 － 

 

 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

⑵について 

 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 76 － 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 77 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 78 － 

 

受験番号  

 

〔第二問〕 

   表 １ 

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成2 9年４月１日
 

平成3 0年３月3 1日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 

区           分 金     額 計     算     過     程 

所 得 金 額 185,79,000円

法 人 税 額 43,476,264 [法人税額の計算](算式★) 

 10,048,706 資本金の額が１億円以下であるが、大法人による完全支配関係あ 

るため、軽減税率の適用なし 

中小企業者等の機械等の特別控除額 87,500 185,796,000×23.4％＝43,476,264円 

   

  [中小企業者等の機械等の特別控除額] 

⑴ 税額控除限度額 

(25,000×48＋50,000)×７％＝87,500円 

⑵ 税額基準額 

43,476,264×20％＝8,695,2520円 

⑶ ⑴ ＜ ⑵  ∴ 87,500円 

  

差 引 法 人 税 額 33,340,058 

  

  

課 税 留 保 金 額 63,665,000 

同 上 に 対 す る 法 人 税 額 8,049,750  

    

法 人 税 額 計 41,389,808  

   

控 除 所 得 税 額 ★ 523,262  

   

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 40,866,00  

    

納 付 す べ き 法 人 税 額 40,866,500 



 

－ 79 － 

 

受験番号  

 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                                (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 182,000,000 

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

損 金 経 理 住 民 税

外 国 源 泉 税 等 の 損 金 不 算 入 額

減 価 償 却 超 過 額

（機 械 装 置）

（工 場 用 建 物）

（事 務 所 建 物）

（電 子 計 算 機）

Ｇ 社 貸 倒 引 当 金 否 認

一 括 貸 倒 引 当 金 否 認

Ｋ 製 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額

先 物 利 益 計 上 も れ

商 品 Ｌ 評 価 益 計 上 も れ

利 息 費 用 否 認

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

★      200,000 

★      100,000 

 

★    23,104,167 

★     2,916,666 

★      719,520 

★        44,792 

★     1,920,000 

★      2,792,000 

★      3,840,000 

★       800,000 

★        36,030 

★       252,300 

★     2,735,650 

小          計 39,461,125 
 



 

－ 80 － 

 

受験番号  

 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                                (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

外 国 子 会 社 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額

法 人 税 等 還 付 金 等 の 益 金 不 算 入 額

所 得 税 額 等 還 付 金 等 の 益 金 不 算 入 額

Ｇ 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容

Ｉ 製 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額 認 容

商 品 Ｌ 過 大 計 上

未 払 交 際 費 認 定 損

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 認 容

（警備装置設置費用）

★    2,000,000 

★     950,000 

★   25,000,000 

★    7,432,400 

★     9,771,775 

★      600,000 

 ★     814,240 

★      128,000 

★       52,000 

★       55,000 

 

★      160,000 

小          計 46,963,415 

仮            計 174,497,710 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 ★   27,264,350 

法人税額から控除される所得税額      523,262 

  

合 計 202,285,322 

  

差 引 計 202,285,322 

欠 損 金 の 当 期 控 除 額 ★  △16,489,088 

総 計 185,796,234 

  

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 185,796,234 

 



 

－ 81 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

［グループ間取引］ 

１．Ｃ社に対する20,000,000円の金銭の贈与 ★ 

  反対給付のない支出であり、事業関連性の不明確なものとして、寄附金の額に該当し、法人による完全

支配関係がないため、一般寄附金  

２．Ｄ社へのＧ社株式の譲渡 ★ 

  Ｇ社株式の譲渡直前の帳簿価額が10,000,000円以上であることから、譲渡損益調整資産の譲渡に該当

し、完全支配関係があるため、その譲渡益相当額について損金算入 

３．Ｅ社への土地の譲渡 ★ 

  土地の譲渡直前の帳簿価額が10,000,000円以上であることから、譲渡損益調整資産の譲渡に該当し完全

支配関係があるため、その譲渡益相当額について損金算入 

４．甲社とＦ社との取引 ★ 

広告宣伝用資産の贈与を受けた場合における受贈益として計上すべき金額は、贈与者における取得価額

の３分の２相当額であり、会社経理と一致している。また、甲社は中小企業者等であり、常時使用する従

業員の数が1,000人以下のため、取得価額30万円未満の取得価額相当額を損金経理していることから損金

算入 

 

［残余財産の分配］ 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  600×100,000－20,000,000＝40,000,000円 ★ 

⑵ 有価証券 

① 会社計上の簿価 ０ 

② 税務上の簿価  ０ 

③ 計上もれ 

  ①－②＝０ 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

  40,000,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式のため、全額等益金不算入額） 

   40,000,000円 

３．法人税額控除所得税額 

   40,000,000×20.42％＝8,168,000円 

  

 



 

－ 82 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

［現物分配］ 

１．適格現物分配益金不算入 

  現物分配を収受した法人が完全支配関係がある内国法人のみの場合の現物分配であり、適格現物分配 

  ∴ 61,000,000＋40,000,000＝101,000,000円益金不算入 

２．事務所用建物 

⑴ 耐用年数 

41年－(３年＋５年)＋(３年＋５年)×20％＝34.6年 → 34年(１年未満切捨) ★ 

⑵ 償却限度額 

61,000,000×0.030×
11

12
＝1,677,500円 

⑶ 償却超過額 

 3,000,000－＝1,677,500＝1,322,500円 

［租税公課］ 

 

［長期工事］  

１．Ｉ工事 

⑴ 長期大規模工事の判定 ★ 

① 着手日から引渡日までの期間が１年以上 

② 請負対価の額が10億円以上 

③ 契約において、請負対価の額の
１

２
以上が目的物の引渡期日から１年を経過する日後に支払われるこ

とが定められていない。 

∴ 長期大規模に該当

 ⑵ 工事進行割合が
160,000,000

1,600,000,000
であり 20％未満であることから、長期大規模工事の請負に係る収益及

び費用の額はないものとすることができるため、計上しない方を選択。 

２．Ｊ工事 ★ 

 長期大規模工事の判定の請負対価の額が 10 億円以上でないため、工事完成基準 

３．Ｋ工事 

⑴  

  ① 前期収益 

   1,200,000,000×
225,000,000

900,000,000
＝300,000,000 円 ★ 

  ② 当期収益 

   1,200,000,000×
225,000,000＋525,000,000

1,000,000,000
－300,000,000＝600,000,000 円 

⑶ 当期費用（＝計上もれ） 

① 前期に費用計上されるべき金額 

   900,000,000×
225,000,000

900,000,000
＝225,000,000 円  

② 当期に費用計上されるべき金額 

   1,000,000,000×
225,000,000＋525,000,000

1,000,000,000
－225,000,000＝525,000,000 円 

⑷ Ｋ工事完成工事未収入金 

 （300,000,000＋600,000,000）－580,000,000＝320,000,000 円 

 



 

－ 83 － 

 

受験番号  

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

［貸倒損失］ 

１．Ｌ社貸倒損失 ★ 

債務超過の状態が相当期間継続し、弁済不能の場合の書面による債務免除通知額は、貸倒損失に該当

し、損金算入 ∴ 適正 

２．Ｍ社貸倒損失 ★ 

  取引停止時以後１年以上経過し、備忘価額を控除した残額を損金経理しているため、売掛債権に係る貸

倒損失は損金算入。貸付金については、売掛債権に該当しないため貸倒損失の損金不算入 ∴ 売掛金

は適正、貸付金は否認 

３．Ｎ社貸倒損失 ★ 

  再生計画認可の決定による切捨額は、貸倒損失に該当し、損金算入 

(6,000,000＋10,000,000)×15％＝2,400,000円＝2,400,000円  ∴ 適正 

［貸倒引当金］ 

１．個別評価金銭債権(Ｎ社) 

⑴ 繰入限度額 

{(6,000,000＋10,000,000)－2,400,000}－2,080,000×４－3,000,000＝2,280,000円 

⑵ 繰入超過額 

6,000,000－2,280,000＝3,720,000円 

２．一括評価金銭債権 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

32,000,000 ＋ 80,000,000 ＋ 76,000,000 ＋ 144,000,000 ＋ 3,999,999 － {(6,000,000 ＋ 10,000,000) －

2,400,000} 

＝322,399,999円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 ★ 

 

＝0.00972… → 0.0098（小数点以下４位未満切上） 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 ★ 

322,399,999×※0.018＝5,803,199円 

※ 
5,500,000＋7,608,000

374,668,000＋318,516,000
＝0.0189… → 0.018（小数点以下３位未満切捨） 

⑷ 繰入限度額 

① 322,399,999×0.0098＝3,159,519円 

② (322,399,999－5,803,199)×
６

1,000
★＝1,899,580円 

③ ①＞②  ∴ 3,159,519円 

⑸ 繰入超過額 

4,000,000－3,159,519＝840,481円 

３．貸倒引当金繰入超過額認容 

  8,000,000－6,500,000＝1,500,000円  

 

   



 

－ 84 － 

 

受験番号  

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その４） 

［ソフトウエア］ 

⑴ 判 定 ★ 

ソフトウエアの開発に要した費用は将来収益獲得又は費用削減にならないことが明らかでないため、

取得価額に算入 

間接費及び付随費用等は少額でないため、取得価額に算入 

⑵ 償却限度額 

※18,000,000×0.200×
10

12
＝3,000,000円 

※ 3,000,000＋10,200,000＋2,100,000＋1,800,000＋900,000＝18,000,000円 

⑶ 償却超過額 

18,000,000－3,000,000＝15,000,000円 

 

［交際費等］ 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費   

15,000,000円  

② ①以外   

（30,597,600＋14,754,600－400,000－15,000,000）＋40,000＋10,000＝30,002,200円 ★ 

③ 合 計  ①＋②＝45,002,200円 

⑵ 損金算入限度額（算式★） 

① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝7,500,000円 

② 定額控除限度額 

45,002,200円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝37,002,200円 

 



 

－ 85 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その５） 

［寄附金］ 

 ⑴ 支出寄附金（区分★） 

① 指定寄附金等 600,000円 

② 特定公益増進法人等 400,000円 

③ 一般寄附金 9,000,000＋20,000,000＝29,000,000円 

④ 合 計 

①＋②＋③＝30,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額（算式★） 

(イ ) 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝250,000円 

(ロ ) 所得基準額 

(864,385,180＋30,000,000)×
2.5

100
＝22,359,629円 

(ハ ) ((イ )＋(ロ))×
１

４
＝5,652,407円 

② 特別損金算入限度額（算式★） 

(イ ) 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝375,000円 

(ロ ) 所得基準額 

(864,385,180＋30,000,000)×
6.25

100
＝55,899,073円 

(ハ ) ((イ )＋(ロ))×
１

２
＝28,137,036円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

30,000,000－600,000－※400,000－5,652,407＝23,347,593円 

※ 400,000円＜28,137,036円  ∴ 400,000円 
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